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令和元年度第１５回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和元年１１月１３日 

                    担当部・課：福祉部生活再建支援課〔内線３９５２〕 

総務部人事課    〔内線４０６２〕 

① 件  名 

災害援護資金償還金の償還免除の対象範囲の拡大等について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

 災害援護資金の借受人の現状に鑑み、償還金の償還免除の対象範囲の拡大、災害弔慰金及び災害

障害見舞金の支給に関する事項を審議するための合議制の機関設置等を定めた「災害弔慰金の支給

等に関する法律の一部を改正する法律」が令和元年６月７日公布され、同年８月１日から施行され

た。 
 

【目的】 

国の法令等の改正に準拠し、災害援護資金償還金の償還免除の対象範囲を拡大するとともに、本

人同意がない場合でも、官公署に対し調査することができるものとする。併せて、合議制機関の設

置について「石巻市災害弔慰金等支給審査委員会」を充てることにより、借受人の資力等に応じた

適切な対応と支給決定の迅速化を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号） 

 災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和４８年政令第３７４号） 

石巻市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１７年４月１日条例第１３６号） 

石巻市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（平成１７年４月１日規則第７８号） 

石巻市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

（平成１７年４月１日条例第４０号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和元年６月 災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律の公布 

（令和元年８月１日施行） 

⑤ 主な内容 

１ 償還免除 

   市は、破産及び再生（個人）が決定した者は、償還未済額の全部又は一部の償還を免除するこ

とができるものとする（連帯保証人が設定されている場合を除く）。 

２ 調査 

   市は、償還免除や支払猶予の判断に係る資産・収入状況について、本人同意がない場合でも、

官公署に対し調査することができるものとする。 

３ 合議制の機関 

   市は、災害弔慰金、災害障害見舞金の支給を審査する機関（審査委員会）を設置するものとす

る。 

なお、審査委員会は、現在要綱にて設置している「石巻市災害弔慰金等支給審査委員会」を条

例設置とするものであり、委員の報酬は、現行と同額の、勤務１日につき１万４千円と規定する。 

 

（参考）当該委員会は、弁護士、医師等８名で構成されており、被災当時の診療録等から死亡と震

災との因果関係を審査するなど、専門的な知識が必要であり、審議内容が石巻地区広域行政

事務組合介護認定審査委員と類似しているため、同様（勤務一日につき１万４千円）の取り

扱いとしている。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

・災害援護資金の借受人個々の資力状況に応じた対応が可能となる。 

・弔慰金等の申請から決定までの迅速化が図られる。 

 

【財源措置】 

  委員報酬については、現行の金額から変更はないが、支出科目を報償費から報酬に変更する。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 主な県内市町における関係条例の改正時期及び条例に定める委員の報酬額等について 

市町 改正時期 
報酬額 

（勤務一日につき） 

（参考）各市町で報酬額の 

参考としている委員会等 

仙台市 １２月議会予定 
委員長 20,000 円 

委 員 18,000 円 
介護保険認定審査会 

多賀城市 １２月議会予定     11,600 円 県弔慰金支給審査会 

塩竃市 １０月議会予定     11,600 円 県弔慰金支給審査会 

気仙沼市 ９月議会で改正済み 
会 長 16,100 円 

委 員 13,900 円 
介護保険認定審査会 

亘理町 １２月議会予定 
弁護士 20,000 円 

医 師 23,100 円 

町の非常勤職員報酬の弁護士、

医師の額 

東松島市 １２月議会予定     20,000 円 不 明 

女川町 １２月議会予定     14,000 円 介護保険認定審査会 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和元年１２月 市議会第４回定例会に災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について提案 

（公布の日から施行予定） 

⑨ その他 

 

 


